
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ３ 年 度 
 

外 務 省  省 庁 別 連 結 財 務 書 類 



連 結 貸 借 対 照 表
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度
令和 3年    
     3月31日

令和 4年    
     3月31日

令和 3年    
     3月31日

令和 4年    
     3月31日

( ( ( (
) ) ) )

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 未払金529,254 439,903 25,406 40,531

有価証券 未払費用201,977 233,934 5,461 5,706

たな卸資産 保管金等447 622 12,342 10,423

未収金 前受金5,495 7,366 447 505

未収収益 前受収益33,376 32,767 75 9

前払金 賞与引当金36,501 34,500 6,094 5,787

前払費用 債券302 215 907,018 1,043,422

貸付金 借入金13,341,812 14,053,240 2,622,751 3,042,782

破産更生債権等 退職給付引当金87,370 87,366 76,900 76,810

その他の債権等 その他の債務等403 1,467 22,313 26,831

貸倒引当金 △ 265,453 △ 316,309

有形固定資産 535,650 536,260

国有財産等（公共
用財産を除く）

517,109 517,855

土地 304,316 301,280

立木竹 458 706

建物 127,593 127,670

工作物 83,050 85,038

建設仮勘定 1,690 3,160

物品等 負 債 合 計18,540 18,404 3,678,812 4,252,809

無形固定資産 ＜資産・負債差額の部＞20,324 22,189

その他の投資等 資産・負債差額13,006 23,757 10,861,658 10,904,473

負 債 及 び 資 産 ・
負 債 差 額 合 計資 産 合 計 14,540,470 15,157,283 14,540,470 15,157,283
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連結業務費用計算書
（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度
(自 令和 2年 4月 1日) (自 令和 3年 4月 1日)
(至 令和 3年 3月31日) (至 令和 4年 3月31日)

人件費 104,528 107,165

賞与引当金繰入額 4,883 4,612

退職給付引当金繰入額 3,799 4,657

無償資金協力事業費 52,396 57,565

補助金等 3,678 3,994

委託費等 473,284 449,790

庁費等 85,940 86,491

その他の経費 158,372 231,030

減価償却費 11,998 12,922

貸倒引当金繰入額 34,302 50,885

支払利息・利払費 27,328 27,139

為替換算差損益 △ 964 △ 3,989

資産処分損益 △ 263 △ 10,393

減損損失 142 1

本年度業務費用合計 959,427 1,021,873
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連結資産・負債差額増減計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 令和 2年 4月 1日) (自 令和 3年 4月 1日)
(至 令和 3年 3月31日) (至 令和 4年 3月31日)

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 10,667,988 10,861,658

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 959,427 △ 1,021,873

Ⅲ　財源 1,018,016 967,842

　　主管の財源 10,932 14,867

　　配賦財源 872,524 812,516

　　独立行政法人等収入 134,559 140,458

Ⅳ　無償所管換等 90,807 90,925

Ⅴ　資産評価差額 38,309 103

Ⅵ　その他資産・負債差額の増減 5,963 5,816

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 10,861,658 10,904,473
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連結区分別収支計算書
(単位：百万円)

前会計年度 本会計年度
(自 令和 2年 4月 1日) (自 令和 3年 4月 1日)
(至 令和 3年 3月31日) (至 令和 4年 3月31日)

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 10,973 14,911

配賦財源 872,524 812,516

独立行政法人等収入 141,454 152,140

貸付金の回収による収入 696,184 685,762

有価証券の売却・償還による収入 15,258 14,724

固定資産の売却による収入 252 32

敷金保証金の返還による収入 705 44

前年度剰余金等受入 431,389 529,254

財源合計 2,168,743 2,209,385

２　業務支出

(1)業務支出（施設整備支出を除く）

人件費 △ 116,801 △ 118,204

無償資金協力事業費支出 △ 52,353 △ 59,739

補助金等 △ 3,672 △ 3,986

委託費等 △ 431,899 △ 403,477

貸付けによる支出 △ 1,413,639 △ 1,361,062

庁費等の支出 △ 89,217 △ 90,035

有価証券の取得による支出 △ 29,808 △ 30,514

敷金保証金の取得による支出 △ 58 △ 81

その他の支出 △ 182,908 △ 243,972

業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 2,320,358 △ 2,311,073

(2)施設整備支出

土地に係る支出 △ 135 -

立木竹に係る支出 △ 0 △ 0

建物に係る支出 △ 263 △ 1,184

工作物に係る支出 △ 735 △ 1,996

建設仮勘定に係る支出 △ 2,009 △ 3,606

独立行政法人等における固定資産取得支出 △ 5,362 △ 5,521

施設整備支出合計 △ 8,506 △ 12,310

業務支出合計 △ 2,328,865 △ 2,323,383

業務収支 △ 160,122 △ 113,997

Ⅱ　財務収支

借入による収入 677,939 539,77527



借入金の返済による支出 △ 124,215 △ 119,784

債券の発行による収入 112,936 122,743

債券の償還による支出 - △ 10,000

リース債務の返済による支出 △ 3,215 △ 3,840

ＰＦＩ債務の返済による支出 △ 97 △ 97

利息の支払額 △ 24,995 △ 24,110

他省庁からの出資による収入 51,440 47,020

民間出えん金等による収入 - 1

国庫納付による支出 △ 218 -

財務収支 689,573 551,705

本年度収支 529,451 437,707

翌年度歳入繰入等 529,451 437,707

収支に関する換算差額 △ 197 2,195

本年度末現金・預金残高 529,254 439,903
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注 記 

 

１ 連結を行った独立行政法人等の名称及び出資割合等 

独立行政法人等の名称 
出資額 

（百万円） 
出資割合 子会社数 

独立行政法人国際協力機構（一般勘定） 61,400 100.0% - 

独立行政法人国際協力機構（有償資金協力勘定） 8,249,187 100.0% - 

独立行政法人国際交流基金 77,729 100.0% - 

(注 1) 名称、出資額、出資割合は令和 4年 3月 31日時点によっている。 

 

２ 独立行政法人等の子会社のうち連結対象から除外したもの 

該当なし 

 

３ 出納整理期間における現金の受払いの修正 

国の会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払等を終了した後の計

数をもって会計年度末の計数としているが、連結対象法人では出納整理期間が設けられていない。このた

め、連結に際しては、国の会計年度に合わせて、連結対象法人においても、本会計年度末に国の会計との

出納整理期間中の受払等は終了したものとして修正を行っている。 

 

４ 連結対象法人特有の会計処理の修正の内容 

連結対象法人においては、企業会計原則に対して必要な修正をした上で、それぞれの特性を反映した財

務諸表を作成している。省庁別連結財務書類の作成に際して、国の会計と連結対象法人との会計処理の統

一は行っていないが、以下に記載した連結対象法人の特有の会計処理については、修正を行っている。 

 運営費交付金、補助金等 

連結対象法人において負債計上されている運営費交付金債務、預り補助金、資産見返運営費交付金、

資産見返補助金等は、財源へ振替えている。 

 退職給付引当金見返及び賞与引当金見返 

「独立行政法人会計基準」等に基づき資産に計上されている退職給付引当金見返及び賞与引当金見返

並びに当該年度に計上した退職給付引当金見返及び賞与引当金見返に係る収益については、取り消して

いる。 

 減価償却相当累計額等 

「独立行政法人会計基準」等に基づき資本剰余金の減少として計上されている当該年度の減価償却相

当累計額等は、業務費用へ振り替えている。 

 

５ 省庁別財務書類と連結対象法人の会計処理の重要な相違 

 外貨建金銭債権債務等 

省庁別財務書類では出納官吏事務規程第 14 条及び第 16 条に基づく為替レートで換算を行っている

が、連結対象法人では令和 3 年度末の為替レートで換算を行っており、換算から生じる為替差損益につ

いては、「業務費用計算書」の「為替換算差損益」に計上している。 

  （参考） 

    令和 3年度末 1ドル＝121.922 円、1 ユーロ＝135.781 円 

 有価証券の評価基準及び評価方法 

省庁別財務書類では有価証券に計上する残高の該当が無いが、国際協力機構（有償資金協力勘定）に

おいては、関係会社株式について、出資先持分額により評価し、移動平均法による取得原価との評価差

額は部分純資産直入法を採用している。その他有価証券（時価のあるもの）について、期末日の市場価

格等に基づく時価法を採用している。また、国際協力機構（一般勘定）及び国際交流基金においては、

満期保有を目的とするため、償却原価法を採用している。 
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 たな卸資産の評価基準及び評価方法 

省庁別財務書類ではたな卸資産に計上する残高の該当が無いが、国際協力機構（一般勘定）において

は、貯蔵品については先入先出法による低価法を採用している。 

 有形固定資産及び無形固定資産の減価償却方法 

省庁別財務書類では国有財産（公共用財産を除く）のうち償却資産については国有財産台帳の価格改

定に適用される耐用年数に基づく定率法（平成 19年 4 月 1 日以後に新築した建物は定額法）、物品等及

び無形固定資産のうち償却資産については定額法によっているが、連結対象法人においては償却資産に

ついては、定額法によっている。 

 貸倒引当金 

省庁別財務書類では履行期限が到来している特定の損害賠償金債権については全額を、その他の履行

期限到来等債権については債権の半額を回収不能見込額として計上しているが、国際協力機構（一般勘

定）においては、一般債権については延滞債権への移行率等により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。また、国際協力機構（有償資金協力

勘定）においては、債権の貸倒れによる損失に備えるために、貸付金の期末残高を対象に、資産自己査

定結果に基づき計上している。 

6 退職手当に係る退職給付引当金 

省庁別財務書類においては、退職手当に係る退職給付引当金として期末自己都合退職要支給額を計上

しているが、連結対象法人においては、退職給付債務に加え、年金基金の積立不足額のうち各法人の負

担となる額（年金基金全体の積立不足額を標準報酬総額の比率で按分した額）を計上している。 

 

６ 追加情報 

 表示科目の内容（連結対象法人を中心に説明） 

① 連結貸借対照表 

ア 資産の部 

・「現金･預金」には、国際協力機構（一般勘定）における本部、国内機関、在外機関、国際協力機

構（有償資金協力勘定）における本部、国際交流基金における年度末の現金・預金（長期性預金

を含む）残高を計上している。 

・「有価証券」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における関係会社株式、投資有価証券及び

金銭の信託の保有額、国際交流基金における地方債、政府関係機関債等の有価証券及び投資有価

証券の保有額を計上している。 

・「たな卸資産」には、国際協力機構（一般勘定）における国際緊急援助活動に必要な備蓄物資を計

上している。 

・「未収金」には、外務省における損害賠償金等の未収分、国際協力機構における未収入金、国際交

流基金における日本語能力試験受験料収入還元金等の未収分を計上している。 

・「未収収益」には、国際協力機構（一般勘定）における受取利息、貸付金利息、国際協力機構（有

償資金協力勘定）における貸付金利息の未収相当額等、国際交流基金における運用収益の未収分

を計上している。 

・「前払金」には、国際協力機構における翌年度への繰越案件で、本年度の前払分、国際交流基金に

おける業務委託費等の前払分を計上している。 

・「前払費用」には、外務省における車両自賠責保険料の未経過分、各法人における事務所等の賃貸

借料等の前払分を計上している。 

・「貸付金」には、外務省における個人に対する貸付金、国際協力機構（一般勘定） における開発

投融資、移住投融資に係る貸付金、国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付

等を計上している。 

・「破産更生債権等」には、国際協力機構（一般勘定）における開発投融資貸付金、移住投融資貸付

金等に係る破産更生債権等、国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付等のう
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ち破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権を計上している。 

・「その他の債権等」には、国際協力機構における仮払金、立替金等、国際交流基金における立替金

等を計上している。 

・「貸倒引当金」には、外務省及び国際協力機構における貸付金等に対する貸倒見積額を計上してい

る。 

・「国有財産等（公共用財産を除く）」には、以下「土地」から「建設仮勘定」までの合計額を記載

している。 

・「土地」には、外務省及び各法人の台帳価格を計上している。 

・「立木竹」には、主に外務省庁舎等の敷地上の樹木等を計上している。 

・「建物」には、外務省庁舎、国際協力機構（一般勘定）の横浜センター建物、国際協力機構（有償

資金協力勘定）の竹橋合同ビル建物、国際交流基金の日本語国際センター建物等を計上している。 

・「工作物」には、外務省庁舎に対する構築物、国際協力機構の空調設備等、国際交流基金の日本語

国際センター庭園等を計上している。 

・「建設仮勘定」には、外務省における建設中の固定資産に係る支出済額、各法人における完成前の

固定資産の建設に要した費用を計上している。 

・「物品等」には、外務省における取得価格（見積価格）が 50万円以上の機械・器具、ファイナンス･リ

ース取引に伴うリース物件、評価額が 300万円以上の美術品、各法人における工具器具備品等を計上

している。 

・「無形固定資産」には、外務省における在外公館定期不動産貸借権、国際協力機構における商標権、

ソフトウェア仮勘定、外務省及び各法人における電話加入権の台帳価格、ソフトウェアを計上し

ている。 

・「その他の投資等」には、各法人における差入保証金を計上している。 

イ 負債の部 

・「未払金」には、外務省及び各法人における年度末までに支払いが完了しなかった債務を計上して

いる。  

・「未払費用」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における財政投融資特別会計財政融資資金

勘定等からの借入の未払利息、国際協力機構における社会保険料等の未払分等を計上している。  

・「保管金等」には、各法人における所得税等の預り金を計上している。 

・「前受金」には、国際協力機構（一般勘定）における科学技術費補助金の前受分、国際交流基金に

おける受託事業の前受金額を計上している。 

・「前受収益」には、国際協力機構（一般勘定）における職員住宅使用料の前受分、国際交流基金に

おける海外日本語講座受講料に係る事業未実施相当額を計上している。 

・「賞与引当金」には、外務省及び各法人における期末手当、勤勉手当の年度末までの相当額を計上

している。 

・「債券」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）が発行している債券額を計上している。 

・「借入金」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における財政投融資特別会計財政融資資金勘

定等からの借入金を計上している。 

・「退職給付引当金」には、外務省及び各法人における退職手当の期末要支給額、年金債務に係る引

当金等を計上している。  

・「その他の債務等」には、外務省及び各法人におけるリース債務、各法人における資産除去債務、

国際協力機構における仮受金等を計上している。  

② 連結業務費用計算書 

・「人件費」には、職員に係る人件費等を計上している。  

・「賞与引当金繰入額」には、外務省、国際協力機構（有償資金協力勘定）及び国際交流基金におけ

る期末手当、勤勉手当の年度末までの相当額を計上している。 

・「退職給付引当金繰入額」には、外務省、国際協力機構（有償資金協力勘定）及び国際交流基金に
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おける引当金の取り崩しを行い、当年度末残高との差額補充により計上している。 

・「無償資金協力事業費」には、国際協力機構（一般勘定）における無償資金における贈与に充てる

ための資金額を計上している。 

・「補助金等」には、外務省における「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第

1 項で規定する補助金、国際交流基金における助成金を計上している。 

・「委託費等」には、外務省における補助金等に該当しない委託費、援助費、分担金及び拠出金、国

際交流基金における業務委託費を計上している。 

・「庁費等」には、外務省における物件費・施設費で支出したもののうち、資産計上されるもの及び

リース債務、ＰＦＩ債務の返済分並びに支払利息を控除したものを計上している。 

・「その他の経費」には、外務省における歳出決算額のうち上記に当てはまらないもの、各法人にお

ける物件費、業務委託費等のうちほかの科目に当てはまらないものを計上している。 

・「減価償却費」には、固定資産の減価償却額を計上している。 

・「貸倒引当金繰入額」には、外務省における損害賠償金債権等の履行期限延期による戻入額、国際

協力機構（一般勘定）における融資債権に係る貸倒引当金の換算差額、国際協力機構（有償資金

協力勘定）における途上国向け貸付等に対して資産の自己査定を行った結果、貸倒引当金が増減

したことに伴う繰入・戻入額を計上している。 

・「支払利息・利払費」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における借入金、債券等の資金調

達に関して発生した利息、外務省及び国際交流基金におけるリース債務返済に係る支払利息等を

計上している。 

・「為替換算差損益」には、各法人における外貨建金銭債権債務等の換算差額を計上している。 

・「資産処分損益」には、外務省及び各法人における固定資産の処分損益額、国際協力機構（有償資

金協力勘定）における関係会社株式の処分損益等を計上している。 

・「減損損失」には、国際交流基金における固定資産の減損損失額を計上している。 

③ 連結資産・負債差額増減計算書 

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の連結貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上して

いる。 

・「本年度業務費用合計」には、連結業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。 

・「主管の財源」には、外務省一般会計における（款）諸収入等を計上している。 

・「配賦財源」には、 外務省における支出済歳出額から収納済歳入額を差し引いた金額を計上して

いる。 

・「独立行政法人等収入」には、国際協力機構（一般勘定）における受託収入等、国際協力機構（有

償資金協力勘定）における貸付金利息、受取配当金等、国際交流基金における運用収益等を計上

している。 

・「無償所管換等」には、一般会計から連結対象法人への出資金の増減に伴う外務省の資産・負債差

額の増減、過年度の誤謬訂正に係る額等を計上している。 

・「資産評価差額」には、外務省における国有財産の評価差額、国際協力機構（有償資金協力勘定）

における有価証券の評価差額を計上している。 

・「その他資産・負債差額の増減」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における繰延ヘッジ損

益増減額、国際交流基金におけるその他資産・負債差額等を計上している。 

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の連結貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上して

いる。 

④ 連結区分別収支計算書 

ア 業務収支 

・「主管の収納済歳入額」には、外務省一般会計における収納済歳入額を計上している。 

・「配賦財源」には、外務省における支出済歳出額より収納済歳入額を差し引いた金額を計上してい

る。 
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・「独立行政法人等収入」には、国際協力機構（一般勘定）における受託収入等、国際協力機構（有

償資金協力勘定）における貸付金利息、受取配当金等、国際交流基金における運用収入等を計上

している。 

・「貸付金の回収による収入」には、国際協力機構（一般勘定）における開発投融資、移住投融資に

係る貸付金の回収額、国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付等に係る貸付

金の回収額を計上している。 

・「有価証券の売却・償還による収入」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における有価証券

の売却等による収入、国際交流基金における有価証券の償還額を計上している。 

・「固定資産の売却による収入」には、国際協力機構における固定資産の売却額を計上している。 

・「敷金保証金の返還による収入」には、各法人における差入保証金の返還額を計上している。 

・「前年度剰余金等受入」には、各法人における前年度末現金・預金残高を計上している。 

・「人件費」には、外務省における職員に係る人件費、各法人における業務活動による支出のうち人

件費相当額を計上している。 

･「無償資金協力事業費支出」には、国際協力機構（一般勘定）における無償資金協力事業費の支出

額を計上している。 

・「補助金等」には、外務省における「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第

1 項で規定する補助金、国際交流基金における助成金を計上している。 

・「委託費等」には、外務省における補助金等に該当しない委託費、援助費、分担金及び拠出金、国

際交流基金における業務委託費を計上している。 

・「貸付けによる支出」には、外務省における帰国費貸付金及び海外邦人滞在費短期貸出金の支出額、

国際協力機構（有償資金協力勘定）における途上国向け貸付等に係る貸付額を計上している。 

・「庁費等の支出」には、外務省における決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当す

る支出のうち、貸付けによる支出、施設整備支出及び財務収支に計上されないものを計上してい

る。 

・「有価証券の取得による支出」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）及び国際交流基金におけ

る有価証券の取得に係る支出額を計上している。 

・「敷金保証金の取得による支出」には、各法人における差入保証金の支出額を計上している。 

・「その他の支出」には、外務省における「旅費」及び「その他」に該当する支出のうち、貸付けに

よる支出に計上されないもの、各法人における事業費及び一般管理費等の支出額を計上している。 

・「土地に係る支出」には、前会計年度において、外務省の土地の資産計上に繋がる支出を計上して

いる。 

・「立木竹に係る支出」には、外務省の立木竹の資産計上に繋がる支出を計上している。 

・「建物に係る支出」には、外務省の建物の資産計上に繋がる支出を計上している。 

・「工作物に係る支出」には、外務省の工作物の資産計上に繋がる支出を計上している。 

・「建設仮勘定に係る支出」には、外務省の会計年度末に未完成の工事等に係る前払金相当額を計上

している。 

・「独立行政法人等における固定資産取得支出」には、各法人における固定資産の計上に繋がる支出

額を計上している。 

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。 

イ 財務収支 

・「借入による収入」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における財政投融資特別会計財政融

資資金勘定等からの借入額を計上している。 

・「借入金の返済による支出」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における財政投融資特別会

計財政融資資金勘定等からの借入額に対する返済額を計上している。 

・「債券の発行による収入」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における債券の発行に伴う資

金調達額を計上している。 
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・「債券の償還による支出」には、国際協力機構（有償資金勘定）における債権の償還額を計上して

いる。 

・「リース債務の返済による支出」には、外務省及び各法人におけるリース債務の返済額を計上して

いる。 

・「ＰＦＩ債務の返済による支出」には、外務省の在エジプト大使館事務所の固定資産に係る債務の

返済額を計上している。 

・「利息の支払額」には、外務省及び国際交流基金におけるリース債務の返済に伴う利息分、国際協

力機構（有償資金協力勘定）における借入金、債券等の資金調達に関して発生した利息を計上し

ている。 

・「他省庁からの出資による収入」には、国際協力機構（有償資金協力勘定）における一般会計から

の出資金の受入額を計上している。 

・「民間出えん金等による収入」には、国際交流基金における民間出えん金の受入額を計上している。 

・「国庫納付による支出」には、前会計年度において、国際協力機構（一般勘定）の不要財産に係る

国庫納付額を計上している。 

ウ 本年度収支以下の区分 

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。 

・「翌年度歳入繰入等」には、本年度収支と同額を計上している。 

・「収支に関する換算差額」には、外国通貨に係る換算差額を計上している。 

・「本年度末現金・預金残高」には、翌年度歳入繰入等に収支に関する換算差額を加減したものを計

上している。計上額は、連結貸借対照表の現金・預金と一致する。 

 その他省庁別連結財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報 

① 外務省と連結対象法人間及び連結対象法人間の債権債務等について相殺消去を行っている。 

② 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。 

③ 百万円未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「-」で表示している。 

④ 重要な会計処理の誤謬の修正 

ア 国有財産台帳の誤謬訂正等により本年度の連結貸借対照表において、「立木竹」が 0 百万円、「工

作物」が 180 百万円それぞれ増加し、「土地」が 0百万円、「建物」が 182 百万円それぞれ減少し、

「資産・負債差額」が 2 百万円減少している。 

イ 「物品」の誤謬訂正により本年度の連結貸借対照表において、「物品」が 3 百万円増加し、「資産・

負債差額」が同額増加している。 

ウ 金銭引渡請求権債権の誤謬訂正により本年度の連結貸借対照表において、「未収金」が 0 百万円減

少し、「資産・負債差額」が同額減少している。 
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附属明細書 

 

１ 連結対象法人別の資産及び負債の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

＜資産の部＞

現金・預金 - 427,804 12,099 439,903 - 439,903

有価証券 - 173,682 61,051 234,734 △ 800 233,934

たな卸資産 - 622 - 622 - 622

未収金 1,809 5,203 353 5,556 - 7,366

未収収益 - 32,632 136 32,768 △ 0 32,767

前払金 - 34,460 40 34,500 - 34,500

前払費用 22 42 150 192 - 215

貸付金 10 14,053,229 - 14,053,229 - 14,053,240

破産更生債権等　　　　※ - 87,366 - 87,366 - 87,366

その他の債権等 - 1,216 251 1,467 - 1,467

貸倒引当金　　　　　　※ △ 1,707 △ 314,602 - △ 314,602 - △ 316,309

有形固定資産 477,890 50,155 8,215 58,370 - 536,260

国有財産等（公共用財産を除
く）

463,480 47,492 6,882 54,374 - 517,855

土地 280,436 20,781 62 20,843 - 301,280

立木竹 706 - - - - 706

建物 104,358 17,363 5,947 23,311 - 127,670

工作物 75,407 8,829 801 9,630 - 85,038

建設仮勘定 2,571 518 70 588 - 3,160

物品等 14,409 2,662 1,333 3,995 - 18,404

無形固定資産 13,754 8,027 407 8,434 - 22,189

出資金 10,307,733 - - - △ 10,307,733 -

その他の投資等 - 23,357 399 23,757 - 23,757

　資産合計 10,799,514 14,583,196 83,106 14,666,302 △ 10,308,534 15,157,283

＜負債の部＞

未払金 333 36,769 3,428 40,197 - 40,531

未払費用 - 5,707 - 5,707 △ 0 5,706

保管金等 - 10,415 8 10,423 - 10,423

前受金 - 471 34 505 - 505

前受収益 - 0 9 9 - 9

賞与引当金 3,989 1,505 292 1,797 - 5,787

債券 - 1,044,222 - 1,044,222 △ 800 1,043,422

借入金 - 3,042,782 - 3,042,782 - 3,042,782

退職給付引当金 57,124 17,244 2,440 19,685 - 76,810

その他の債務等 7,145 19,574 111 19,685 - 26,831

　負債合計 68,593 4,178,692 6,324 4,185,017 △ 800 4,252,809

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 10,730,920 10,404,503 76,782 10,481,285 △ 10,307,733 10,904,473

※「破産更生債権等」には連結対象法人における破産更生債権等を計上している。なお、外務省の貸倒引当金の対象
　債権については、外務省省庁別財務書類の「貸倒引当金の明細」に表示している。
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２ 連結対象法人別の業務費用の明細 

 
 

 

３ 連結対象法人別の資産・負債差額の増減の明細 

 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

人件費 82,788 19,053 5,323 24,377 - 107,165

賞与引当金繰入額 3,989 330 292 622 - 4,612

退職給付引当金繰入額 4,136 293 228 521 - 4,657

無償資金協力事業費 - 57,565 - 57,565 - 57,565

補助金等 3,578 - 1,128 1,128 △ 712 3,994

委託費等 495,557 - 6,053 6,053 △ 51,820 449,790

独立行政法人運営費交付金 163,292 - - - △ 163,292 -

庁費等 86,491 - - - - 86,491

その他の経費 29,197 194,572 7,260 201,832 - 231,030

減価償却費 7,457 4,799 665 5,464 - 12,922

貸倒引当金繰入額 △ 4 50,890 - 50,890 - 50,885

支払利息・利払費 768 26,376 0 26,376 △ 5 27,139

為替換算差損益 - △ 1,968 △ 2,021 △ 3,989 - △ 3,989

資産処分損益 2,240 △ 11,811 11 △ 11,799 △ 833 △ 10,393

減損損失 - - 1 1 - 1

　本年度業務費用合計 879,493 340,103 18,942 359,045 △ 216,665 1,021,873

（単位：百万円）

その他の経費内訳 外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

省庁別財務書類でのその他の
経費

29,197 - - - - 29,197

連結対象法人での業務費用 - 162,955 6,878 169,833 - 169,833

連結対象法人での一般管理費 - 31,457 381 31,838 - 31,838

連結対象法人でのその他の経
費

- 160 - 160 - 160

計 29,197 194,572 7,260 201,832 - 231,030

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 10,578,016 10,360,155 80,722 10,440,878 △ 10,157,236 10,861,658

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 879,493 △ 340,103 △ 18,942 △ 359,045 216,665 △ 1,021,873

Ⅲ　財源 839,540 329,188 14,944 344,132 △ 215,831 967,842

主管の財源 27,024 - - - △ 12,156 14,867

配賦財源 812,516 - - - - 812,516

独立行政法人等収入 - 329,188 14,944 344,132 △ 203,674 140,458

Ⅳ　無償所管換等 90,925 47,020 - 47,020 △ 47,020 90,925

Ⅴ　資産評価差額 101,931 2,701 - 2,701 △ 104,529 103

Ⅵ　その他資産・負債差額の
増減

- 5,540 57 5,598 218 5,816

Ⅶ　本年度末資産・負債差額 10,730,920 10,404,503 76,782 10,481,285 △ 10,307,733 10,904,473
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４ 連結対象法人別の区分別収支の明細 

（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

Ⅰ　業務収支

１　財源

主管の収納済歳入額 27,068 - - - △ 12,156 14,911

配賦財源 812,516 - - - - 812,516

独立行政法人等収入 - 352,960 15,011 367,971 △ 215,831 152,140

貸付金の回収による収入 - 685,762 - 685,762 - 685,762

有価証券の売却・償還に
よる収入

- 7,428 7,295 14,724 - 14,724

固定資産の売却による収
入

- 32 - 32 - 32

敷金保証金の返還による
収入

- 44 0 44 - 44

前年度剰余金等受入 - 512,934 16,319 529,254 - 529,254

財源合計 839,584 1,559,163 38,626 1,597,789 △ 227,988 2,209,385

２　業務支出

(1)　業務支出（施設整備
支出を除く）

人件費 △ 90,877 △ 21,934 △ 5,392 △ 27,327 - △ 118,204

無償資金協力事業費
支出

- △ 59,739 - △ 59,739 - △ 59,739

補助金等 △ 3,578 - △ 1,121 △ 1,121 712 △ 3,986

委託費等 △ 451,297 - △ 4,000 △ 4,000 51,820 △ 403,477

独立行政法人運営費
交付金

△ 163,292 - - - 163,292 -

貸付けによる支出 △ 18 △ 1,361,044 - △ 1,361,044 - △ 1,361,062

庁費等の支出 △ 90,035 - - - - △ 90,035

有価証券の取得によ
る支出

- △ 23,114 △ 7,399 △ 30,514 - △ 30,514

敷金保証金の取得に
よる支出

- △ 78 △ 2 △ 81 - △ 81

国庫納付による支出 - △ 12,156 - △ 12,156 12,156 -

その他の支出 △ 29,180 △ 206,738 △ 8,052 △ 214,791 - △ 243,972

業務支出（施設整備支出
を除く）合計

△ 828,279 △ 1,684,807 △ 25,968 △ 1,710,776 227,982 △ 2,311,073

(2)　施設整備支出

立木竹に係る支出 △ 0 - - - - △ 0

建物に係る支出 △ 1,184 - - - - △ 1,184

工作物に係る支出 △ 1,996 - - - - △ 1,996

建設仮勘定に係る支
出

△ 3,606 - - - - △ 3,606

独立行政法人等にお
ける固定資産取得支
出

- △ 4,920 △ 600 △ 5,521 - △ 5,521

施設整備支出合計 △ 6,788 △ 4,920 △ 600 △ 5,521 - △ 12,310

業務支出合計 △ 835,068 △ 1,689,728 △ 26,569 △ 1,716,298 227,982 △ 2,323,383

業務収支 4,516 △ 130,565 12,057 △ 118,508 △ 5 △ 113,997
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（単位：百万円）

外務省
独立行政法人
国際協力機構

独立行政法人
国際交流基金

連結対象法人
合計

相殺消去 連結合計

Ⅱ　財務収支

借入による収入 - 539,775 - 539,775 - 539,775

借入金の返済による支出 - △ 119,784 - △ 119,784 - △ 119,784

債券の発行による収入 - 122,743 - 122,743 - 122,743

債券の償還による支出 - △ 10,000 - △ 10,000 - △ 10,000

リース債務の返済による
支出

△ 3,649 △ 186 △ 4 △ 190 - △ 3,840

ＰＦＩ債務の返済による
支出

△ 97 - - - - △ 97

利息の支払額 △ 768 △ 23,347 △ 0 △ 23,347 5 △ 24,110

他省庁からの出資による
収入

- 47,020 - 47,020 - 47,020

民間出えん金等による収
入

- - 1 1 - 1

財務収支 △ 4,516 556,219 △ 3 556,216 5 551,705

本年度収支 - 425,654 12,053 437,707 - 437,707

翌年度歳入繰入等 - 425,654 12,053 437,707 - 437,707

収支に関する換算差額 - 2,149 45 2,195 - 2,195

本年度末現金・預金残高 - 427,804 12,099 439,903 - 439,903
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